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1 )
平成 26 年(行ウ)第 189 号 第 1事件
平成 27 年(ワ)第 637 号 第 2事件
大阪高裁 平成 29 年 3 月 16 日
2 )
平成 28 年(行コ)第 235 号
【事案の概要】
大阪府守口市の住民である原告が，処分行政庁に対して守口市情報公開条例








(第 1事件)，それとともに本件文書が遅くとも同年 8月 19 日までに破棄されたこ
とによって，原告が本件文書の閲覧等の機会を奪われ多大な精神的苦痛を被った
1 ) 判タ 1431 号 167 頁。
2 ) 判例集未登載。
183
と主張して，国家賠償法に基づき損害賠償を求めた (第 2事件) 事案である。








( 1 ) 実施機関 市長，教育委員会，選挙管理委員会，公平委員会，監査委
員，農業委員会，固定資産評価審査委員会，水道事業管理者及び議会をいう。








第 7 条 実施機関は，公開請求があったときは，公開請求に係る公文書に次
の各号に掲げる情報 (以下「非公開情報」という。) のいずれかが記録されてい
る場合を除き，公開請求者に対し，当該公文書を公開しなければならない。
( 1 )〜( 3 ) 略

































( 2 ) 被告は，本件文書が会議録を作成するための補助的手段にすぎないこと
を理由に公文書該当性を否定するが，守口市情報公開制度手引書…には，













































( 1 ) 上記のとおり，本件文書は本件条例による公開対象文書とは認められない。
また，本件文書は，永続的記録である会議録を作成するための補助的手段と
して作成されるものにすぎないから，「意思表示を永続的に記録した」文書









( 1 ) 本件公文書は，専ら会議録作成の手段として作成されるものであって，本
件文書自体は，会議録と同様の目的のために用いることを予定しているもの
であるとは言えない。このような位置付け又は性格は，業者に反訳作業を委















( 3 ) 会議録とその作成のために作成される録音データのそれぞれの内容を比較
すると，市議会の会議 (本会議) にあたっては，議長による議員の発言の取
消し (地方自治法 129 条 1 項)，発言した議員による発言の取消し又は訂正
(守口市議会会議規則…60条，117 条)，委員会にあっては，委員長による委員



























本件処分 (平成 26 年 8 月 4 日付け) がされたのは本件会議の会議録が作成
及び公開された日 (同月 12 日) より前のことであり，本件処分時において，
本件文書は，本件条例 7条 4号の意思形成過程情報に該当したというべきで
ある。
( 5 ) 控訴人が本件文書を公にする公益性が高いことの根拠として挙げる点を踏
まえても，会議録の作成及び公開前に本件文書を公開することによって得ら
れる利益は，前期 (3) および (4) において説示したとおりの会議録作成及
び公開の目的が達成されないことになりかねないという支障を上回るものと
はいえない。


















本件事案における問題は，第 1 事件・争点 1 で示された本件文書の「公文書」
該当性であった。すなわち，開示請求の対象となった守口市議会の議会運営委員
会協議会の会議録を作成する目的で市職員が補助的手段 (「備忘メモ」) として録




















































3 ) 宇賀克也『情報公開の理論と実務』(有斐閣，2005) 59 頁。
4 ) 総務省行政管理局編『詳解 情報公開法』(財務省印刷局，2001) 461 頁。
5 ) 前掲注 4・22 頁。
6 ) 前掲注 4・23-24 頁。


































7 ) 前掲注 4・24 頁。
8 ) 前掲注 4・24 頁。
9 ) 前掲注 4・24 頁。
10) 裁判所ホームページ。判例評釈として，松村雅生「司法試験委員会の会議内容の録音
物等の行政文書該当性，物理的不存在及び不開示情報該当性」季報情報公開・個人情報





























いて，次の最高裁判例が見受けられる。最判平成 16 年 11 月 18 日判決 (裁判集民 215










































えば，米丸恒治・判評 560号 33 頁，松戸浩「議会議事録音テープの情報公開条例対象
性」民商 132巻 4・5 号 175 頁，原田一明「土庄町議会会議録録音テープ非公開決定処
分取消請求事件」法令解説資料総覧 278 号 145 頁，佐竹毅「情報公開条例にいう『決裁
又は閲覧の手続が終了し』の要件該当性」行政関係判例解説平成 16 年 150頁，下井康
史「議会の議事内容が収録された録音テープの公開請求対象性」季報情報公開・個人情
報保護 17 号 16 頁 (2005 年) 参照。
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18) 松井茂記『情報公開法 第 2版』(有斐閣，2003) 268 頁。
19) 宇賀克也『新情報公開法の逐条解説 第 7版』(有斐閣，2016) 115 頁。
20) 前掲注 4・477 頁。
21) 前掲注 4・477 頁。
22) 前掲注 19・113 頁。
23) たとえば，国立療養所の再編成に関する厚生労働省と地元関係者との協議会の議事録








。もっとも，平成 7 年 9 月 29 日には，政府は，審議会など
の公開，行政運営の透明化確保，簡素化・透明化を図るべく閣議決定を行い，更


























24) 前掲注 4・478 頁。
25) 北沢善博・三宅弘『情報公開法解説 第 2版』(三省堂，2003) 106-7 頁。
26) 前掲注 11。
27) 司法制度改革推進法施行により平成 13 年 12 月 11 日に発足した司法制度改革推進本
部において有識者を出席者とする各検討会にかかる行政文書 (開催時の録音テープ) の
開示請求事案における東京地裁平成 15 年 12 月 12 日判決 (判例集未登載)。なお，控訴













29) 平成 14 年 1 月 11 日実施の法曹養成検討会の内容を記録した録音テープの開示請求に
つき，司法制度改革推進本部長が全部不開示決定を行ったため，開示請求者が異議申立
てを行った事案がある。内閣府情報公開審査会答申平 15 年 2 月 7 日平成 14 年度 (行
情) 答申第 453 号は，法 5条 1 号該当性，5号該当性および 6号該当性について論じて
いるが，本件事案と関連する箇所をみると，①録音テープの性質，②議事の公開性と
報道機関による傍聴，および ③報道機関による議事の傍聴と認めた部分の録音テー


























































































































































































第 5号 2009 年 2 月，58 頁参照)。
↘
姫路法学 (第 61 号) ―― 205
